　　　　　　　　「鳥取県地球温暖化対策計画」（案）の概要について
平成２３年３月２４日
環境立県推進課
１　計画の位置づけ
・　環境保全の基本および創造の基本理念を定めた「鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例」に基づいて「目標」及び「施策の方向」を示す「鳥取県環境基本計画」の実行計画

・　「地球温暖化対策の推進に関する法律」第２０条第２項及び第２０条の３第１項の規定に基づく、本県の自然的社会的条件に応じた施策及び県の事務及び事業に関する措置に関する計画（実行計画）を含めた、「鳥取県地球温暖化対策条例」第５条の規定に基づく対策計画
２　削減目標の設定
（１）基準年度　　１９９０（平成２）年度（京都議定書の基準年）
（２）対象となる温室効果ガス

二酸化炭素（ＣＯ２）、メタン（ＣＨ４）、一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）、フロンガス
（３）目標設定の考え方
「２０２０年の温室効果ガスの総排出量を１９９０年比で２５％削減する」という国の中期目標を念頭に置きつつ、現時点で目標年次までに導入がかなり確実な技術対策、これに加えて県の誘導施策を積み上げて、本県の取組姿勢を示すべき目標とする。
（４）計画期間及び目標値
ア　短期（２０１１～２０１４年度）
計画策定時の排出量と中期目標から短期目標を設定し、「次期次世代プログラム」で示す。
イ　中期（２０２０年度）

２０２０年度末までに１９９０年度比２５％程度の削減を目指す。
ウ　長期（２０５０年度）
具体的な数値での削減目標は定めず、目指すべき「鳥取県の姿」を提示する。
（５）温室効果ガス排出量の将来推計と中期目標値
ア　県の経済成長戦略、世帯の将来推計等をもとに、技術が固定された状態での２０２０年度の温室効果ガス排出量について試算
イ　各部門（産業部門、運輸部門、民生家庭部門、民生業務部門）において取組みうる対策による削減量を試算（国施策・技術進歩・買い替え、県施策誘導）
ウ　電気事業者の取組での温室効果ガス排出係数の改善効果による削減量を試算
エ　ア－イ－ウにより２０２０年度の中期目標値を算出
３　目標達成に向けた対策・施策
（１）再生可能エネルギーの導入、普及
（２）省エネ・省資源対策（事業活動や家庭における対策）
（３）森林等によるＣＯ２の吸収
（４）交通対策とコンパクトなまちづくり（自動車、交通）
（５）循環型社会の形成
（６）温暖化対策を支える施策（環境教育、学習・国際協力の推進・環境技術関連等）
